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３. 年金収入のみの場合の保険料額の具体例
[単身世帯の場合]

年金収入 均等割額 所得割額 年額保険料
153万円以下 12,140円 0円 12,140円
200万円 32,373円 33,558円 65,931円
250万円 40,467円 69,258円 109,725円

※上記表中の均等割額は軽減後の金額です｡

[被保険者２人世帯の場合]

年金収入 均等割額 所得割額 年額保険料
■世帯主 153万円 12,140円 0円 12,140円
世帯員 79万円 12,140円 0円 12,140円
■世帯主 180万円 20,233円 19,278円 39,511円
世帯員 79万円 20,233円 0円 20,233円
■世帯主 200万円 32,373円 33,558円 65,931円
世帯員 79万円 32,373円 0円 32,373円

※世帯員の年金収入 ｢79万円｣ は老齢基礎年金の満額で設定しています｡

国
民
健
康
保
険
税
の

年
金
天
引
き
が
始
ま
り
ま
す

４
月
か
ら
65
歳
以
上
の
方
の
国
民

健
康
保
険
税
は
、
原
則
と
し
て
年
金

か
ら
天
引
き

(

特
別
徴
収)

さ
れ
ま

す
。
対
象
と
な
る
の
は
、
65
歳
以
上

の
国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
み
の
世

帯
で
、
年
額
18
万
円
以
上
の
年
金
を

受
給
し
て
い
る
世
帯
主
で
す
。
そ
の

他
の
人
の
納
付
方
法
は
変
わ
り
ま
せ

ん
。

国
民
健
康
保
険
税
の

納
期
が
10
回
か
ら
８
回
に

４
月
か
ら
国
民
健
康
保
険
税
の
暫

定
賦
課
を
廃
止
し
ま
す
。

暫
定
賦
課
と
は
、
国
民
健
康
保
険

税
の
基
礎
と
な
る
所
得
が
確
定
す
る

ま
で
の
間
、
暫
定
的
に
前
年
度
の
保

険
税
を
基
礎
と
し
、
課
税
す
る
も
の

で
す
。

こ
れ
ま
で
、
５
月
と
６
月
に
納
め

る
国
民
健
康
保
険
税
は
暫
定
賦
課
し

て
い
ま
し
た
が
、
前
年
度
に
一
時
的

に
大
き
な
所
得
が
あ
っ
た
場
合
な
ど

は
、
５
月
と
６
月
の
納
付
額
が
過
大

と
な
り
、
負
担
が
他
の
月
に
比
べ
て

大
き
か
っ
た
り
、
還
付
が
生
じ
た
り

す
る
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
。

４
月
か
ら
暫
定
賦
課
を
廃
止
す
る

こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
の
税
額
に
関

係
な
く
納
付
額
が
均
一
化
し
ま
す
。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
10
回
だ
っ
た
国

民
健
康
保
険
税
の
納
付
回
数
が
、
７

月
か
ら
２
月
ま
で
の
８
回
に
な
り
ま

す
。

医療制度改革の見直し

平成18年の医療制度改革によって､
平成20年４月から70～74歳の方の医
療費の窓口負担は２割になることを､
広報紙などでお伝えしてきました｡
しかし､ このたび見直しが行われ､
平成21年３月までは１割負担に据え
置かれることになります｡
ただし､ すでに３割負担している
方､ 後期高齢者医
療の対象となる一
定の障害認定を受
けた方は除きます｡

70～74歳の医療費の窓口負担が
１割に据え置き
(平成20年４月から

平成21年３月までの１年間)

４. 制度加入直前に健康保険組合等の被扶養者だった人には､ 期間限定の軽減措置があります｡

期 間
保険料の負担

均等割額 所得割額

平成20年４月から平成20年９月まで 負担なし 負担なし

平成20年10月から平成21年３月まで ２, ０２４円／年 負担なし

平成21年４月から平成22年３月まで ２０, ２３４円／年 負担なし

平成22年４月から ４０, ４６７円／年
(全額負担) 所得に応じて負担

問い合わせ 保健医療課国保年金係�0824-73-1158
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保険料率が決まりました
被保険者が納める保険料は､ 被保険者全員が均等に負担する ｢均等割額｣
と被保険者の所得に応じて負担する ｢所得割額｣ の合計額となります｡
このたび､ 個人の保険料を算定するための ｢保険料率｣ (均等割額と所

得割率) が決まりました｡

１. 保険料の決まり方

※年金収入だけの被保険者で､年金収入額が153万円以下の場合､所得割は課されません｡

一人当たりの保険料
【広島県平均】年額66,900円 (月額5,575円)
【庄原市平均】年額41,312円 (月額3,442円)

２. 所得の低い世帯の被保険者は､ 均等割が軽減されます｡
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世帯の総所得金額 (被保険者と世帯主の所得の合計額) 均等割額

『33万円』 未満の場合 ７割軽減
[12,140円／年]

『33万円＋24.5万円×※世帯の被保険者数』 未満の場合
※被保険者が世帯主の場合は世帯主である被保険者を除いた数とな
ります｡

５割軽減
[20,233円／年]

『33万円＋35万円×世帯の被保険者数』 未満の場合 ２割軽減
[32,373円／年]

※１. 公的年金受給者のうち､公的年金等控除後の所得から､さらに15万円を控除して計算します｡
なお､ 基準となる額は､ 税制改正などにより今後変更される場合があります｡
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